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要旨 

 
  

14 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、人口減少問題への対応や地域活性

化に取り組む「地方創生」が始まった。「地方創生」は、自立性、将来性、地域性、直接性、

結果重視という 5つの原則に基づき、「重要業績評価指標（KPI）」による検証を伴いながら展

開する政策で、地方自治体も、これを進めるために独自に「地方版総合戦略」を策定するこ

とが求められている。 

本稿では、「地方創生」の特徴として、①政策の総合性、②地方移住、③地域の自主性、

④政策評価プロセスの重視、⑤広域行政圏施策の継承という 5 つを取り上げた。これらの特

徴は過去の地域政策への反省を踏まえたものであり、実際の地域政策としてさまざまな効

果が期待できるものだといえる。ただし、これらの有効性や妥当性については、検討すべき

課題も多く指摘できる。 

 

はじめに 

日本の総人口は、2009 年をピークに減

少に転じ、いち早く過疎化が進行してき

た地域を中心に、社会・経済の疲弊を強

めている。こうした中、安倍政権の看板

政策の一つである「地方創生」への期待

がにわかに高まっている。今後の地域経

済の行方を展望するためには、この政策

動向を継続的にフォローするとともに、

各地域における具体的な政策の進展に注

目していく必要がある。そこで、「地方創

生」の経緯と概要、これまでの地域政策

との相違などについて整理し、それをも

とに、これから「地方創生」の方向性を

分析するうえでの検討課題を示すことに

したい。 

 

1．「地方創生」の経緯 

12 年末に発足した第 2 次安倍政権は、

「金融政策」「財政政策」「成長戦略」と

いう三本の矢からなる「アベノミクス」

を推進してきたが、これによって日本経

済は緩やかながらも回復基調を示し始め

た。しかし、景気回復の実感は、大企業

中心の「グローバル経済圏」に限られ、

中小企業や地域経済と密接に結び付いた

「ローカル経済圏」には浸透していない

という批判も高まってきた。こうした中

で、地域経済の好循環を実現する「ロー

カル・アベノミクス」の進展が求められ

るようになったのである。 

これと並行して、14 年 5月に日本創成

会議の人口減少問題検討分科会が「地方

消滅レポート」、14 年 8 月に同分科会座

長の増田元総務相らが『地方消滅』（中公

新書）を公表・出版したことで、地方の

人口減少問題が重要課題としてクローズ

アップされるようになった。同レポート

では、2040 年までに 20～30 歳代の女性

の人口（再生産力）が半減し、将来的に

消滅する可能性があるとされる自治体

（消滅可能性都市）数は 896 に上ると指

摘している。 

これらの動向を受け、14 年 6 月の「骨
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太方針 2014」や「成長戦略改訂版」には、

人口減少対策や地域活性化が重点施策と

して盛り込まれた。また、同年 9 月 3 日

に発足した第 2 次安倍改造内閣は、新た

に地方創生担当大臣のポストを設けて石

破前自民党幹事長を起用し、同時に「ま

ち・ひと・しごと創生本部」を創設した。 

さらに、同年 11 月 21 日には、「まち・

ひと・しごと創生法」と「改正地域再生

法」が可決・成立し、同年 12 月 27 日に

は、「創生法」に基づいて今後 50 年間の

人口動態を展望する「まち・ひと・しご

と創生長期ビジョン（長期ビジョン）」と、

今後 5 年間の施策の方向性を提示する

「まち・ひと・しごと創生総合戦略（総

合戦略）」が閣議決定された（図表 1）。 

政府は、「地方創生」に関連して、14

年度補正予算として 3,275 億円を計上し

たほか、15 年度予算では社会保障の充実

を図るための6,766億円と合わせて 1兆

3,991 億円を計上している。 

 

2．「地方創生」の概要 

「まち・ひと・しごと創生法」は、将

来にわたって活力ある日本社会を維持す

るため、潤いのある豊かな生活を安心し

て営むことができる地域社会の形成（ま

ち）、地域社会を担う個性豊かで多様な人

材の確保（ひと）、そして地域における魅

力ある多様な就業の機会の創出（しごと）

を一体的に推進することを目的としてお

り（第 1条）、基本理念には、 

 

①地域の実情に応じた生活環境の整備 

②生活基盤サービスの確保 

③結婚・出産・育児の希望形成 

まち・ひと・しごと創生長期ビジョン

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～19年度）

趣旨：50年後に１億人程度の人口を維持することを目指し、日本の人口動向を分析し、将来展望
を示す

基本的視点:
① 「東京一極集中」の是正
② 若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現
③ 地域の特性に即した地域課題の解決

趣旨：「長期ビジョン」を基に、今後5ヶ年の政府の施策の方向性を提示する

基本目標（政策パッケージ）：
① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

地域経済雇用戦略の企画・実施、地域産業の競争力強化、地方への人材還流 など

② 地方への新しいひとの流れをつくる
地方移住の推進、企業の地方拠点強化、地方大学等の活性化 など

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
若い世代の経済的安定、妊娠・出産・子育て支援、ワークライフバランス実現 など

④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
「小さな拠点」の形成、地方都市経済・生活圏の形成、地域連携、地域防災 など

図表1 まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の概要

（資料） 内閣府より作成
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④仕事と生活の調和 

⑤地域特性を生かした魅力ある就業機

会の創出 

⑥地方公共団体相互の連携協力による

効率的かつ効果的な行政運営の確保 

⑦国、地方公共団体及び事業者の相互

連携 

 

が据えられる（第 2条）。 

同法では、5 年間の目標や施策の基本

的方向性を示すため、国が「総合戦略」

を定めることとされている（第 8条）。そ

の前提となる「長期ビジョン」では、「2060

年に 1 億人程度の人口を維持する」とい

う中長期展望が示されているが、14年 12

月に決定した 15～19 年度の「総合戦略」

では、図表 1 のとおり、それを実現させ

るため、 

 

①地方にしごとをつくり、安心して働

けるようにする 

②地方への新しい人の流れをつくる 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希

望をかなえる 

④時代に合った地域をつくり、安心な

くらしを守るとともに、地域と地域

を連携する 

 

という 4 つの基本目標に基づく政策パッ

ケージが提示されている。 

これらの政策は、 

 

①自立性＝外部人材の活用など地方の

自立を支援する施策 

②将来性＝地方が主体となった夢のあ

る前向きな施策 

③地域性＝客観的なデータにより各地

域の実情を踏まえた施策 

④直接性＝人や仕事の移転・創出に直

接効果のある施策 

⑤結果重視＝成果が具体的に想定され、

その検証が行われる施策 

 

という 5 つの原則（石破 5 原則）に沿っ

て展開される。その進捗状況は、「重要業

績評価指標（KPI）」と呼ばれる具体的な

数値目標によって検証され、企画・実施・

評価・見直しというプロセス（PDCA サイ

クル）によって順応的に管理されること

になる。 

さらに、「創生法」では、都道府県およ

び市区町村においても、「地方創生」のた

めの基本的な計画（「地方版総合戦略」）

を定めるよう努めることとしている（第

9 条・第 10 条）。「地方版総合戦略」は、

15 年度中の策定が求められているため、

現在、各地域でその策定が急ピッチで進

んでいる。「地方版総合戦略」の基本的な

政策は国の「総合戦略」の政策パッケー

ジに沿うものとなるが、具体的施策は、

地域の住民代表や産業界、大学、金融機

関、労働団体、メディアなど（産学官金

労言）が連携し、地域の実情に合わせた

形で定めることになっている。 

 

3．「地方創生」は可能か？ 

（1）繰り返されてきた地域政策 

それでは、「地方創生」が上記のような

目的に沿った成果につながるのかを展望

するため、これまでの地方政策の経緯な

どを踏まえながら、その特徴と検討課題

を整理することにしたい。 

戦後の地域政策を振り返ると、「地方創

生」で想定されるような問題群は、突然

湧き上がってきたものではないことがわ

かる。例えば、「東京一極集中」の問題は、

 
http://www.nochuri.co.jp/



戦後の日本において一貫して問題であり

続けてきた。都市への人口集中や地域発

展は、すでに 62 年の全国総合開発（全総）

の目標に据えられており、その後も三全

総の「定住計画」や四全総の「多極分散

型国土の形成」といったように、繰り返

し政策課題にされてきた（図表 2）。 

また、地方の人口減少問題に関しても、

70年の過疎地域対策緊急措置法に始まり、

その後も 80 年の過疎地域振興特別措置

法、90 年の過疎地域活性化特別措置法、

00年の過疎地域自立促進特別措置法など、

繰り返し対策がとられてきた。 

それにもかかわらず、経済や人口の「東

京一極集中」や地方の過疎化をとどめる

ことはできず、むしろその度合いをます

ます強めてきた（多田（2015）を参照）。

いずれの政策も、大きな成果にはつなが

らなかったのである。 

 

（2）都市集中の経済理論 

このような都市部への集中と地方の衰

計画名 概要 関連する主な法制度等

1962 全国総合開発
計画（全総）

背景： 高度経済成長への移行、過大都市問題
　　　　所得倍増計画
目標： 地域間の均衡ある発展
方法： 拠点開発構想（新産業都市等）と工場分散
課題： 太平洋ベルトを中心に工業集積が進展し、
　　　　拠点開発は進まず

1959 工場制限法
1961 後進地域公共事業特例法
1961 低開発地域工業開発促進法
1962 新産業都市建設促進法
1967 公害対策基本法

1969 新全総

背景： 高度経済成長、大都市集中
目標： 豊かな環境の創造
方法： 大規模プロジェクト構想
課題： 多くの大規模プロジェクト開発の頓挫、
         工場再配置計画の遅れ

1970 過疎地域対策緊急措置法
1971 農村地域工業等導入促進法
1972 工場再配置法
1974 電源三法

1977 三全総

背景： 安定経済成長、地方分散の兆し、環境・資源問題
目標： 人間居住の総合的環境の整備
方法： 定住構想、地域特性を生かした分散化、
　　　　工場再配置とテクノポリス地域指定
課題： 地域産業政策の不十分さ

1977 第一次工場再配置計画
1983 テクノポリス法

1988 四全総

背景： 東京一極集中、産業構造の変化、国際化
目標： 多極分散型国土の構築
方法： 交流ネットワーク構想、サービス機能の分散化、
　　　　地方での観光産業の振興
課題： 「多極分散」の曖昧さ、多くのリゾート開発の頓挫

1988 多極分散型国土形成促進法
1988 頭脳立地法
1989 リゾート法
1992 地方拠点都市法
1997 地域産業集積活性化臨時措置法

1998 21世紀の国土
のグランドデザイン

背景： 地球時代、人口減少・高齢化、高度情報化
目標： 多軸型国土構造形成の基礎づくり
方法： 参加と連携、多自然居住地域の創造、
　　　　大都市リノベーション、地域連携軸の展開
　　　　広域国際交流圏の形成
課題： 地方・民間の自主性の格差

1998 まちづくり関連三法
1999 地方分権一括法
1999 新事業創出促進法
2002 構造改革特区法
2005 地域再生法

2008 国土形成計画

背景： 成熟型社会、国と地方との協働、
　　　　経済社会情勢の大転換
目標： 新たな「公」による地域づくり、国土の管理・継承
　　　　災害対応、東アジア連携、持続可能な地域の形成
方法： 連携と協働、全国計画及び広域地方計画の策定

（2005 国土形成法）
2013 国土強靭化基本法
2014 改正地方自治法
2014 まち・ひと・しごと創生法
2014 改正地域再生法

図表2　国土計画の概要と推移

（資料）阿部・山﨑（2004）、吉野（2006）などを参考に作成
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退は、経済学の理論に照らしても必然の

ように思われる。 

例えば、クルーグマン（1993）は、産

業等の一極集中が進むメカニズムを「経

路依存」という概念を用いて説明してい

る。「経路依存」とは、制度やしくみが過

去に行われた選択等に強く拘束され、時

間の経過とともに方向転換が難しくなる

という理論である。産業等でも、いった

んある地域に企業が集積すると、そこに

技能者の労働市場が形成されたり、周辺

産業が発達したりするため、さらにそれ

に関連する産業の集積が進む。そうなる

と、産業集積地という「経路依存」に逆

らって、そこから離れた場所に人材や関

連産業を移転・創出することが難しくな

るのである。 

また、佐無田（2015）は、ミュルダー

ルの累積的因果関係論を用いて、後進地

域から先進地域への人口や資本の流入

（逆流効果）が続くメカニズムを紹介し、

現在の東京と地方との関係では、東京が

地方からの資源流入に頼って成長を維持

させようとしていると説明している。 

以上のように、東京一極集中は「経路

依存」に従うものであり、東京の機能を

維持するために、さらに地方から東京へ

の資源集中が進むという構造が確立して

しまっているのである。 

 
（3）「地方創生」における過去の政策への

反省 

ただし、今回の「地方創生」では、過

去の政策の問題点や東京一極集中からの

脱却の難しさについては、十分に認識さ

れている。 

「総合戦略」は、過去の政策について、

「個々の対策としては一定の成果を上げ

たが、大局的には地方の人口流出が止ま

らず少子化に歯止めがかかっていない」

と厳しく総括し、その原因として、 

 

①府省庁・制度の「縦割り」構造 

②地域特性を考慮しない「全国一律」

の手法 

③効果検証を伴わない「バラマキ」 

④地域に浸透しない「表面的」施策 

⑤「短期的」な成果を求める施策 

 

という 5つを挙げている。 

「地方創生」をみると、これまでの政

策に対する反省に基づいているとみられ

る特徴を見出すことができる。ただし、

それが実際の「地方創生」に有効かどう

かは、改めて検討する必要があるだろう。

例えば、「地方創生」は、以下のような特

徴を持つが、いずれも実際の地域政策と

なった場合には、その有効性や妥当性に

ついて検討すべき課題も含んでいるとい

える。 

 

4．「地方創生」の検討課題 

（1）「縦割り」を越えた総合的施策 

まず、「地方創生」は、行政の「縦割り」

を脱却するという観点から、「経済政策」

と「社会政策」が組み合わされた総合的

な地域政策になっていることである。15

年度予算による政策パッケージをみると、

4つの基本目標を合わせて 10府省 192事

業にもまたがっている。 

これは、全総や新全総時代の地域政策

は、産業拠点開発などの「経済政策」に

偏ってきた一方、その後の三全総では生

活の豊かさといった「社会政策」に偏り、

いずれも望ましい成果を挙げられなかっ

たことへの反省に基づくものである。両
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者を地域政策の両輪とし、4 つの基本目

標に基づく政策パッケージによって「ま

ち」と「ひと」と「しごと」の創生をバ

ランスよく推進することを目指す点は、

「地方創生」の大きな特徴であるといえ

る。 

ただし、政策メニューの事業項目を見

ると、これまで行われてきた政策の詰め

込みに過ぎないように思われる部分もあ

るほか、内容が重複しているように見え

るものもある。過去の反省に立つとすれ

ば、各事業それぞれに対するこれまでの

総括が必要であろう。また、それぞれの

事業を各地域においてうまく連携させら

れるかどうかも課題となるだろう。 

 

（2）人口問題対策としての地方移住 

次に、人口問題・少子高齢化問題に対

する政策として、「地方への新しい人の流

れ」を促進するとしていることである。

「長期ビジョン」では、「過密の東京圏」

と「人が極端に減った地方」がそれぞれ

に人口減少を引き起こしていることから、

2020年に東京圏から地方への転出を4万

人増加させ、地方から東京圏への転入を

6 万人減少させることで転出入を均衡さ

せるとしている。 

確かに、東京圏への過密が託児所や介

護施設の不足などの問題につながってい

るため、こうした人口移動は東京圏の生

活サービスの向上にも資することになる

だろう。また、地方においても、都市部

から移住した「よそ者（外部者）」の視点

で地域の資源や魅力を再発掘することに

より、地域活性化が進むことも期待でき

る。小田切（2014）が論じるような「田

園回帰」の流れをうまく生み出し、地方

暮らしを新たなライフスタイルとして確

立するきっかけとなれば、これからの地

方の存在意義を問い直すことにもつなが

るだろう。 

しかし、「地方創生」に基づく政策パッ

ケージによって国全体の人口減少・少子

高齢化問題を解決できるかには検討の余

地がある。例えば、地方移住に関する政

策を見ると、「地域おこし協力隊」のよう

に若者の移住促進に資するものも見られ

るものの、「日本版 CCRC（ケア付き退職

者コミュニティ）」の促進のように、退職

者・高齢者の移住を対象とするものも多

いように思われる。東京圏の医療・福祉

問題を地方に押し付けるだけでは、地方

の活性化にはつながらない可能性がある。 

また、人口減少を食い止めるためには、

人口移動に起因する社会減だけではなく、

出生率の低下に起因する自然減も食い止

めることが重要となる。そのためには、

地方への移住を進めるだけではなく、そ

こで若者が安心して結婚・出産・子育て

をできる環境をどうやって作り上げるか

が問われるだろう。その意味で、「若い世

代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ

る」ための政策パッケージが各地域でど

れだけ有効に活用されるかに注目する必

要があるだろう。 

 
（3）地域の自主性に基づく施策 

3 つめに、「全国一律」の政策から脱却

し、「自立性」や「地域性」を重視する観

点から、各地域の具体策は地域が自主的

に策定することになっていることである。

「地方版総合戦略」は、幅広い地域の関

係者が参画し、地域特性に合わせて策定

される。 

これまでの地域政策を振り返ると、全

総における「新産業都市」や新全総にお
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ける「大規模工業基地」、テクノポリス法

に基づく「指定地域」などのように、政

府が開発拠点地域を定めてトップダウン

的に開発を行う政策が目立ってきた。し

かし、90年代以降の地方分権改革を経て、

地方自治体の自主性や地域社会との協働

が求められるなか、「地方創生」において

も地方自治の原則が尊重されているよう

に見える。この枠組みで設置される「地

方創生特区」も、志の高いやる気のある

地方自治体を支援するための地域設定で

あるといえる。 

ただし、地方の自主性がどこまで徹底

できるかには、疑問も呈されている。寺

谷ほか（2015）が指摘するように、「地方

版総合戦略」は、国の「総合戦略」の政

策メニューをもとに策定することになっ

ており、従来の中央主導から脱却したも

のになるかを問わなくてはならない。 

また、自治体は 16年 3月までに「地方

版総合戦略」を策定しなくてはならない。

時間的余裕がないなかで、地域で議論を

尽くし、本当に必要な施策を選択するの

は容易ではないだろう。施策をいち早く

策定できるのは、すでに全国の中でも先

進的な取組みを行っている自治体だけで

ある。競争力のある先進地域はさらに予

算措置を通じて手厚い支援を受けられ、

それに乗り遅れた地域はますます取り残

されるという地域間格差の拡大につなが

る恐れがあるが、これをどう評価するか

は重要な検討課題だといえるだろう。 

 
（4）政策評価プロセスの重視 

4 つめに、「直接性」や「結果重視」と

いう観点から、「総合戦略」や「地方版総

合戦略」に「重要業績評価指標（KPI）」

を設定し、評価・見直しのプロセスを重

視することである。例えば、「総合戦略」

における農林水産業では6次産業市場10

兆円の実現、就業者数 5 万人などといっ

たように、具体的な数値目標が示されて

いる。 

これは、誰にでもわかりやすい政策の

到達目標を示すこととなり、費用対効果

の検証による「ばらまき」防止にもつな

がりうるなど、期待される効果は大きい

だろう。 

ただし、成果主義に陥り、「短期的」な

効果を狙った政策ばかりになれば、「地方

創生」の意図からは外れたものになりか

ねない。例えば、「総合戦略」には地方移

住や自県大学進学率など、個人のライフ

スタイルに関わるような事項も多くみら

れるが、その数値達成のみが目標となり、

地域のあるべき将来の姿を見据えていな

い政策となれば、本末転倒である。また、

各地域での施策を積み重ねることで国家

単位の目標を達成しようとすることにも

誤謬があろう。KPI 重視の政策は、その

有効性と弊害の双方から検討していく必

要があるように思われる。 

 
（5）広域行政圏施策の継承 

最後に、14年 5月の「改正地方自治法」

に基づく広域連携の推進方針などを受け、

概ね 20 万人以上の都市を中心とする「連

携中枢都市圏」や、概ね 5 万人以上の都

市を中心とする「自立定住圏」の確立を

目指した広域行政圏施策がとられること

である。 

地方の中心的な都市を整備し、その都

市と協力関係を取ることで周辺市町村の

機能補完を行うという政策は、四全総の

「地方拠点都市地域」など、これまでも

見られてきた。これらは「東京一極集中」
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に歯止めをかけ、地域に新たな成長軸を

築くための拠点として期待されてきたの

である。 

一方、こうした広域行政圏施策には、

すでに批判も多くみられる。例えば、保

母（2013）は「地方拠点都市地域」政策

において、地方都市に集中的に投資が行

われた一方、中山間地を中心とする条件

不利地域の対策が不十分となり、その衰

退を早める結果になったとしている。 

「地方創生」では、複数の集落からな

る生活圏のインフラを維持するための

「小さな拠点（コンパクトビジレッジ）」

の形成支援を掲げるなど、条件不利地域

への対策がないわけではない。ただし、

「小さな拠点」は生活インフラの維持を

中心とする「社会政策」に偏っている印

象がぬぐえず、持続可能な地域づくりに

不可欠なはずの「経済政策」の視点が抜

けているようにも見受けられる。 

増田編著（2014）の『地方消滅』では、

「選択と集中」を徹底し、「地方中核都市」

に投資と施策を集中することが提起され

ている。「地方創生」のなかで「選択と集

中」の考え方が明示されているわけでは

ないが、広域行政圏施策が継承されれば、

結果的にこれが進展することになりかね

ない。「選択と集中」については、条件不

利地域からの「撤退は止むを得ず」とす

る立場もある一方、多面的機能を有する

国土管理などの面から慎重に議論すべき

との立場もある。これについては、国の

これからのあり方にも関わるため、「地方

創生」においても引き続き活発に議論さ

れるべき課題だと思われる。 

 

おわりに 

「地方創生」は、人口減少や地域経済

の衰退といった状況を危機的な問題とし

て喚起し、国民との課題認識の共有を進

めたという意味では、まずは大きな意義

があったといえる。ただし、政策進展に

あたっては、実際に有効なものなのかど

うかを問うていく必要があるだろう。 
本稿では、「地方創生」の①政策の総合

性、②地方移住推進、③地域の自主性、

④政策評価プロセス重視、⑤広域行政圏

施策の継承という特徴を取り上げ、その

メリットと今後課題とされうる点を整理

した。「地方創生」が各地域に何をもたら

のかについては、以上のような検討課題

に注目しながら、具体的な政策適用事例

に基づいて検証していく必要があるだろ

う。 
（15.6.22 現在） 
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